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米国ABA訴訟に見る自閉症児の教育的対応
1 . はじめに
日本においても平成19年4月から、「特別支
援教育」が学校教育法に位置づけられ、すべて
の学校において、障害のある幼児児童生徒の支
援が進められている。特別支援教育の大きな柱
は、障害児の個別のニーズに対応する教育であ
る。自閉症児に関しても高機能自閉症を含め一
人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な教育
や指導を通じて必要な支援を行うことが目指さ
れている。この動向の源となったのは平成15年
3月の「今後の特別支援教育の在り方について
（最終報告）」（座長・小林登）であった。この
報告書を、上野 (2006)は「米国における1975
年の、全障害児教育法の存在とも似ている」と
評価した上で、「わが国でのこの歴史的道標と
米国のそれとは、約30年ものタイムラグがある
ことになる」と指摘している。
自閉症児の対応に関しても、米国では教育
上・法制度上の対応が早くから進められてき
た。 1943年にレオ・カナーによる「早期自閉症
11症例の報告」が発表された後、自閉症児に関
する多くの研究が積み重ねられてきた。 1960年
代半ばにはアイヴァー・ロヴァースがロヴァー
ス・メソッドと呼ばれる応用行動分析 (Applied
Behavioral Analysis, ABA)に基づく自閉症児
の指導法研究を始めた。一方でノースカロライ
ナ州においてはエリック・ショプラーが学校や
地域社会での生活を可能にするために、要求さ
れていることが何かを理解させることを重視し
た自閉症とその関連のコミュニケーション障害
の子どもの治療と教育法 (Treatmentand 
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Education of Autistic and related 
Communication-handicapped Children, 
TEACCH) を導入した（松田• 吉利・慎田、
2001)。
1990年代になって、自閉症児の法的権利の保
障が整備されていくに従って、自閉症児の教育
を巡る訴訟も激増していく。その一方でLD児
を巡る裁判である1985年のBurlington訴訟(1)、
1993年のCarter訴訟(2)の最高裁判所判決を経
て、保護者が学校区から提示された特殊教育プ
ログラムに不満を抱いた場合、より適切な教育
を求める保護者への教育費支払いが可能という
判断が示され、その基準が確立していく。その
ような流れの中で自閉症児を巡る裁判にも大き
な変化が見られるようになる。自閉症児の保護
者が公立学校の提示したプログラムを不服とし
てこれを拒否し、ロヴァース式ABA(Lovaas 
Style ABA) という特定の指導方法を求めて争
う訴訟が激増し、 ABA訴訟という独立したカ
テゴリーを形成していったのである。本稿にお
いては、主にABA訴訟の判決文に基づき、近
年の米国の自閉症児をめぐる訴訟の背景• 動向
および争点を把握し、自閉症児の教育的対応を
分析することを目的とした。
2. IDEA (障害を持つ個人の教育法）
とFAPE(無償の適切な公教育） ・LRE
（最も制約のない教育環境）
米国において、障害児教育の中核に位置付く
のは、 1975年に成立した全障害児教育法
(Education for A」1Handicapped Children Act; 
EAHCA)である。 EAHCAは、公教育から排除
されてきた知的障害者や重度障害者達による
「教育を受ける権利」の確認を求めて起こされ
た各地の訴訟により確定してきた原理• 原則を
取り込んで成立したものである。 EAHCAは
1990年に障害を持つ個人の教育法 (Individual
With Disabilities Education Act, IDEA) という
名称に改められた。その後数回の改訂を経て、
IDEAは今日まで米国障害児教育において適切
な教育を保障するための中枢となっている（清
水、 2004)。
同法の成立によって障害児の一人ひとりに無
償の適切な公教育 (FreeAppropriate Public 
Education, FAPE)が権利として保障されるこ
とになった。しかしIDEAにはFAPEの定義に
関する規定は存在しない。適切な教育とは一人
ひとりの障害児のニーズに従って形成されるも
のであり、法律で規定されるものではないとい
う考え方に基づいている。 FAPEの実現のため
に、一人ひとりの障害児のために「個別教育計
画 (IndividualizedEducation Plan, IEP)」を作
成し、それに基づいて教育効果を定期的に評価
することが義務付けられた。また障害児および
その保護者の権利を保護することが重視され、
「手続き保障」が規定された。
FAPEに関する最も重要な判決のひとつに
Rowley訴訟(3) における連邦最高裁判所判決が
ある。この判決はその後のFAPE違反を争う訴
訟の判決に大きな影響を与えた。この判決にお
いて、連邦最高裁判所は公的教育機関がIDEA
の規定に準じてFAPEを提供しているかどうか
を判断するための二重のテストを導入した。ニ
重のテストとは、まず学校がIDEAの手続きを
遵守しているかどうかを判断し、次にその手続
きに基づいて作成されたIEPが、当該障害児が
教育的利益を享受することを可能とするために
「合理的に算出されたものであるかどうか」を
判断するというものである。 Rowley訴訟はそ
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の後のFAPE違反訴訟に大きく影響を与え、こ
の二重のテストを採用する判例が激増すること
になる。
IDEAにはもうひとつFAPEと並んで重要な
要素が存在する。それは、障害児は「最も制約
のない教育環境 (LeastRestrictive Environment, 
LRE)」で教育を受けなければならないという
要請である。 LREは具体的にはIDEAの中で次
のように表現されている。「障害児は適切な範
囲において最大限障害のない子どもたちと共に
教育されることを保障しなくてはならない。」
LREは一般にIDEAにおけるメインストリーミ
ング要請と理解されている。このFAPEとLRE
の二つが、 IDEAの大きな柱である。公的教育
機関の提示するプログラムがこの二つの要求事
項のどちらかを満たしていない場合は、 IDEA
違反と認められる。
3. IDEAと自閉症
1975年のEAHCA制定当時、自閉症はまだ独
立した障害カテゴリーとして認定されておら
ず、主として「重度情緒障害 (SeriousEmotional 
Disturbance)」のカテゴリーに含められていた。
しかし、連邦教育省は「自閉症」を「重度情緒
障害」に組み入れることに対する多くの批判を
受け、 1981年に「その他の健康障害 (Other
Health Impairments, OHI)」のカテゴリーに組
み入れることを勧告したのである。そして1990
年のIDEA成立の際、初めて独立したカテゴ
リーとしての地位を得たのである（松田• 吉
利・慎田、 2001)。
現行法のIDEA2004において、自閉症は次の
ように定義されている。「一般的に 3歳以前に
明らかになり、その子どもの学習活動に不利な
影響を与える言語的、非言語的コミュニケー
ション及び社会的相互作用に著しい影響をもた
らす発達障害を意味する。自閉症にしばしば随
伴するその他の特徴として、反復行動や常同
症、環境の変化や日常の手順を変えることへの
抵抗、及び感覚刺激への異常な反応などがあ
る。」しかし、当該幼児児童生徒の学習活動へ
不利な影響を与える原因が主に情緒障害である
場合は、自閉症は適用されない。 3歳を過ぎて
自閉症の特徴を呈している子どもで、この条件
を満たしていれば自閉症と認定される可能性が
高い。公立学校における自閉症児教育はこの
IDEAの定義に従って進められているのである。
4. ABAとTEACCH
次に、自閉症児を巡る裁判に頻出する 2つの
指導法、 ABAとTEACCHについて、裁判の事
実認定に現れる特徴を把握しておきたい。
1) ロヴァース式ABA(Lovaas style ABA) 
ロヴァース式ABAはオペラント条件付け
に基づいて、膨大なデータを収集する構造
化されたシステマティックなアプローチで
ある。行動を理解し、その変化を予測し、
行動の変化をコントロールするものであ
る。 UCLAのアイヴァー・ロヴァース博士
は1980年代(4) に自閉症と診断された就学
前の幼児を対象にABAに基づいた 1対 1
の集中治療を実施し、制御群との比較実験
を行った。その結果、実験を実施したグ
ループには著しい改善が見られ、 IQが増
加した。実際ロヴァース式ABAを実施し
たすべての子どものIQが増加したが、そ
のうち47%の子どものIQは劇的に増加し、
その後1993年に実施されたフォローアップ
研究によって通常学級において「他の子ど
もと区別がつかなくなっていた」と表現さ
れている。ロヴァース式ABAは集中的な
1対 1の指導と早期介入が特徴で、早期介
入も早ければ早いほど良いと言われてい
る。また、テスト可能でIQが35以下の子
どもや複数の障害を持つ子どもにはあまり
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成果が上がらない。ロヴァースが1987年に
報告したような成果を挙げたメソッドはほ
かに例がなく、実際に自閉症児を治療して
いる児童心理学者も、ロヴァース式ABA
によって著しく改善した多数の自閉症児の
事例を報告している。それに対して、その
他の標準的なアプローチによる改善の度合
いは小さく、事例も少ない。連邦政府によ
る研究もロヴァース報告の信頼性を裏打ち
する結果となった。今日までの自閉症児研
究において最も有効な療育と考えられてい
る。
Zachary Deal v. Hamilton Dept of Educ. 
（テネシー州適正手続きヒアリング判決
2001年8月20日） (5) 
ABAは今日までの自閉症児研究において
最も有効な療育と考えられている。 ABA
ディスクリート・トライアル・インストラ
クションは 1対 1で資格のある監督者のも
と準専門家によって実施される。
Mr.Xv. NY (ニューヨーク地方裁判所
1997年9月5日判決） (6) 
ロヴァースセラピーはもっとも幅広く研究
された療育アプローチであり、 ABA、ディ
スクリート・トライアル・トレーニング
(OTT)、集中行動介入(IBI)等複数のメソッ
ドを用いて、自閉症児に自然な環境で学習
する基礎を確立するものである。このメ
ソッドの目標は、注意を払う、真似る、言
語を受ける• 発する、学習準備、自立等の
スキルを養うことで、学習方法を教えるこ
とにある。専門家による長期の集中した 1
対 1対応の指導が必要であり、目標を設定
し、それを具体的に細分化する。教師は生
徒に指示を与え、それに対してきちんと対
応できなかった場合、それを矯正し、きち
んと対応できた場合は、誉めたり、報償を
与えるのである。また教師は詳細なデータ
を収集し、生徒の反応を記録する。具体的
なスキルをマスターすれば、課題を統合し
「判別スキル」を促していく。 ABAに関す
る知識のある全ての証人は、当該自閉症児
にとって最低 (1日） 6時間のセラピーが
通常の学年レベルに達するために必要であ
ると述べている。 1対 1対応であるので、
社会的相互作用スキルを教えるには適さな
い。また 1対 1対応であるゆえに、
TEACCH等のメソッドに比べて費用がか
かる。
R.T訴訟（ヴァージニア地方裁判所2006年
5月26日判決） (7) 
以上が裁判で事実認定として挙げられた
ABAの特徴の一部である。ほとんどのABA訴
訟においてABAとロヴァースメソッド、ロ
ヴァースセラピー、ロヴァース式ABA等の用
語が混同して用いられているが、その訴訟の多
くが週20~40時間の 1 対 l のセラピーを求めて
いることから、 ABAの中でも特に早期集中介
入を強調したロヴァース式ABAを求めた裁判
であることが推察される。
2) 自閉症とその関連のコミュニケーション障
害の子どもの治療と教育法 (Treatmentand 
Education of Autistic and related 
Communication-handicapped Children, 
TEACCH) 
ノースカロライナ大学で開発され、現在
ノースカロライナ州のプログラムとして広
く用いられている。自閉症のコアとなる医
学的問題は一生続くという前提で、ゆりか
ごから墓場までのサポートを提供するシス
テムである。ロヴァース式ABAよりも公
立学校で広く用いられている。比較的年長
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の子どもあるいはロヴァース式ABAで示
されたような劇的なIQ増加が見られない
あるいは見込めない子どもに効果がある。
公立学校が実施するにあたって、ロヴァー
ス式ABAほど高額な費用がかからない。
自閉症児特有の主な欠陥 (deficit) のいく
つかには対応できていない。
(Zachary Deal v. Hamilton Dept of 
Educ 
（テネシー州適正手続きヒアリング判決
2001年8月20日）
自閉症児の特徴である毎日同じことを繰り
返すこと、予測可能なことがらを好む点、
聴覚ベースの情報よりも、視覚ベースの情
報に強い点を生かして学習スタイルを確立
させるものである。 TEACCHの目標は、
自閉症児が生涯役に立つ戦略を身につけ、
機能レベルでの自主性を促すことにある。
TEACCHは主に 1対 1ではなくグループ
ベースの教授法である。
R.T. 訴訟（ヴァージニア地方裁判所
2006年5月26日判決）
ABA訴訟においては、保護者が求めるロ
ヴァース式ABAに対抗して、学校区側は提示
したIEPに含まれるTEACCHの効果を立証す
るという例が多い。
5. ABA訴訟の概要
次に、 1990年代後半以降のABA訴訟をとり
あげ、その骨子論旨を紹介しながら、その争点
を把握したい。
1993年のLetMe Hear Your Voice (s)の出版を
きっかけに、保護者が公的教育機関の提示した
IEPを拒否してロヴァース式ABAセラピー導入
を求める訴訟が激増した。そのような訴えのひ
とつにInRE ISD 318, (ミネソタ州適性手続
きヒアリング1996年8月10日判決） (9)がある。
自閉症児の保護者がLetMe Hear Your Voiceに
関する雑誌の記事を読み、実際に本を読んだ
後、ロヴァース博士の著書MeBook00lを購入
し、当該幼児に在宅でロヴァースセラピーを提
供した。そしてその効果を認めた上で、学校区
にロヴァースセラピーの実施を求めたものであ
る。ヒアリングの結果、ロヴァースセラピーの
専門家を相談員として雇用することと IEPの変
更、保護者へのロヴァースセラピー費用の支払
いが命じられた
Malkentzos訴訟（第2サーキット控訴裁判所
1996年12月5日判決） (11) は、 1歳で自閉症と
診断されたMMの早期介入サービスについて保
護者が週40時間のABAセラピー実施を求めた
訴訟である。その間、保護者は自費で大学生を
雇用し、 MMにABAを実施していた。公平ヒア
リング開催当時、 MMは2歳になっていなかっ
た。ヒアリングではABAを実施できる有資格
者が不足していることを理由に保護者の訴えは
退けられた。地方裁判所では保護者の訴えが認
められ、保護者が支払ったABA費用の支払い
と、今後のプログラムに週40時間のABAを含
めることが命じられた。しかしながら控訴裁判
所において、遡及的な損害の金銭賠償はできな
いという判断が示され、さらに今後のプログラ
ムに関しても地方裁判所判決の前にMMが3歳
に達してしまい、早期介入プログラムの対象で
なくなったことを理由に棄却した。ここでは主
に保護者が負担した費用の支払いが可能かどう
かと、裁判中の早期介入プログラムの資格喪失
が問題となっている。
また、 Mr.Xv.NY (ニューヨーク地方裁判所
1997年9月5日判決）においては、 3歳になる
前に在宅でABAセラピーを受けていた男児の
IEPに保護者がABAを含めることを求めた。同
時にIEPで提示された措置先が、自閉症を含め
障害児専門の施設であったことから、障害児を
分離しないという法律にも違反していると主張
した。ヒアリングでは保護者の訴えは認められ
なかったが、地方裁判所では自閉症、 ABA、
TEACCHについて包括的に検証した上で、保
護者の訴えを認めた。判決ではABAについて、
「自閉症的症状の療育において現実として成功
した唯一のメソッドである」と述べ、その効果
を認めた。
-15-
T.H訴訟（イリノイ地方裁判所1999年5月14
日判決） (12) においても、学校区が提示した早
期幼児教育プログラムを保護者が拒否し、在宅
で既に開始していたABA/DTT ロヴァースセ
ラピーの継続をIEPに含めるよう要求した。レ
ベルIのヒアリングオフィサーは、学校区は唯
ー利用可能な施設を提示しただけであって、当
該幼児にFAPEを提供できなかったと裁定した。
レベルIのヒアリングオフィサーはRowley訴
訟の二重のテストを採用し、 T.H.のIEPは「合
理的に算出されたものではない」という判断を
示した。地方裁判所では、ヒアリングオフィ
サーの決定を支持し、学校区側のIDEA違反を
認めた。在宅プログラム費用のどの程度まで学
校区が支払うべきかが議論され、 IEPが拒否さ
れた日から週38時間分のセラピー費用を保護者
に支払うよう命じられた。
Michael訴訟（ヴァージニア地方裁判所、
2000年4月26日判決） (13)は8歳の男児のIEPに
補助的な在宅教育プログラムが含まれていな
かったため、保護者が設定した在宅プログラム
にかかった費用の支払いについての訴訟であ
る。 IDEAに基づく FAPE違反が審議された。
保護者は男児が4歳前に自閉症と診断されて以
来、ロヴァースセラピーを用いた在宅プログラ
ムを自費で始め、これをIEPに含めるよう要請
した。教育委員会側はこれを拒否、公立のプレ
スクールでの 2時間半のプログラムが適切であ
ると主張した。ヒアリングでは、教育委員会の
決定は不適切であると裁定され、州裁判所でも
ビアリングの決定が支持された。これを受けて
IEP委員会は学校での20時間のDTTトレーニン
グを含むプログラムを提示したが、その後も保
護者は男児の在宅ロヴァースセラピーを続け
た。継続的に幼稚園へ通園することになり、
IEPが作成された後も在宅でのロヴァースプロ
グラムは実施され、このIEPと在宅プログラム
を併用した期間に男児は著しい進歩を遂げる。
保護者は再び在宅でのロヴァースプログラムを
IEPに導入することを求めてヒアリングを要請
し、保護者の訴えが認められる。地方裁判所で
も教育委員会はIEPが適切であったことを立証
できなかったと裁定し、 IDEAのもと FAPE侵
害が認められた。
Jaynes訴訟（第4サーキット控訴裁判所2001
年7月10日判決） (14) もまた、在宅でのABA費
用の支払い訴訟である。当該男児は2歳の誕生
日を迎えてすぐ、小児科医に自閉症と診断さ
れ、早期介入をすすめられる。保護者はすぐに
自閉症専門のプログラムに連絡をとり、緊急な
支援を求めたが、当初IEPの存在さえ知らせら
れなかった。その後障害児対象のプレスクール
で4時間半の授業が週3回実施され、保護者は
スピーチの授業が週 1回30分含まれるIEPに同
意する。その時点では保護者の権利に関する書
類は受け取っておらず適正手続きの権利につい
ての説明もなかった。その後多くのプログラム
が削除され、変更された。男児の状態の悪化を
危惧した保護者は男児をプレスクールから退所
させ、私的に家庭教師をつけてABAセラピー
を実施した。その後適正手続きの存在に気づい
た保護者は、 IDEA違反を訴えて適正手続きヒ
アリングを申請した。ヒアリングオフィサーは
重大なIDEA違反を認めたが、再審議ヒアリン
グでは支払い可能なセラピーの期間は縮小され
てしまう。その後の地方裁判所、控訴裁判所で
は適正手続きの侵害が認められた時期から総額
103,000ドルのセラピー費用支払いが命じられ
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た。この裁判では単にABAと公的教育機関の
提示したIEPの比較がなされただけでなく、保
護者の適正手続き保護規定、保護者への通知義
務、早期介入の重要性も議論されている。
Amanda訴訟（第 9サーキット控訴裁判所
2001年8月13日判決） (15) では女児が州を越え
て転校した際、診断結果が保護者と移転先の公
的機関に通知されず、保護者がFAPE違反を訴
えた。ヒアリングオフィサーと地方裁判所は女
児の診断に誤りはなく、 FAPEを侵害された訳
ではないと裁定した。しかし控訴裁判所では女
児に対する学校区の対応がIEPの手続きに違反
し、そのため当該女児のFAPEを困難にしたと
述べ、地方裁判所の判決を破棄した。学校区が
保護者に対してテスト結果の説明をせず、適切
な就学を判断する機会を奪ったという判断を示
したのである。本件は保護者がABAセラピー
を要求した裁判ではないが、 ABA/ロヴァー
スセラピーについて詳細に研究し、早期介入の
重要性を認めた判決である。この裁判の判決文
ではIDEAの趣旨、 IEPの目的、適性手続きの
保護規定が明確に述べられている。
Zachary Deal v. Hamilton Dept of Educ (テ
ネシー州適正手続きヒアリング判決2001年8月
20日）は裁判所ではなく適正手続きヒアリング
の裁定であるが、ロヴァース式ABAについて
実に詳細に研究しデータを集めており、 ABA
訴訟の中でも特に注目すべき判決のひとつであ
る。当該男児が18ヶ月の時に保護者が発達の遅
れに気づいたが、最初のIEPが作成され公的機
関の療育が提示されたのは3歳になってからで
あった。 IEPでは他の発達障害児とともに小学
校内のプログラムヘ措置されたが、その頃保護
者がロヴァースセラピー/ABAの存在を知り、
独自に在宅で実践し始める。自宅でこのメソッ
ドを実践し、その効果を確信した保護者は、男
児の夏季プログラムにロヴァース式ABAを取
り入れ、その費用を支払うよう教育局に要請す
るが、拒否される。 ABAも採用されず、提示
されたIEPでは健常児と一緒に学習する機会も
十分でないと判断した保護者はこれを拒否、男
児を私立学校へ入学させ適正手続きヒアリング
を要請した。 27日間の証言聴取を経て詳細に審
議された結果は45ページの判決にまとめられ
た。ここでも Rowley訴訟と Carter訴訟の判決
文が引用され、教育局側が費用を考慮して
ABAを拒否したとして、 IDEA違反が認められ
た。既存のプログラム（この場合はTEACCH)
とロヴァース式ABAの効果についても吟味さ
れ、その結果ロヴァース式ABAの効果が証言
等によって立証された。教育時間延長 (ESY)
についても議論され、夏季休暇中に障害児の療
育効果が後退する恐れのある場合にESYの要求
を退けることは、 IDEAの趣旨に反すると裁定
された。また在宅ロヴァース式ABAプログラ
ムの費用と関連サービスの費用を支払うことが
命じられたが、私立学校の授業料については、
保護者が適切な通知をせずに当該男児を公立学
校から退学させた点を指摘して認めなかった。
本件においてはTEACCHによって普通学級で
「区別がつかなくなる」まで効果が上がる生徒
の割合は14%と、 ABAの47%を大きく下回っ
ていることが判決に大きく影響を与えた。また
IEP会議に普通教育の教員が出席していなかっ
たことも手続き上のIDEA違反と認定された。
ロヴァース式ABAの効果だけでなく IDEAに基
づく FAPEの基準、 ESY、メインストリーミン
グ等多くの争点について詳細に検討されてお
り、近年の米国障害児教育を理解する上で極め
て重要な判決であるといえる。このビアリング
の結果はその後地方裁判所で覆されたが、 2004
年12月第6サーキット控訴裁判所(16) において
再度覆り、保護者の主張が認められている。
G訴訟（第4サーキット控訴裁判所、 2003
年3月25日判決） (17) においては、在宅のABA
セラピー費用支払うべき期間が争われた。米国
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空軍に勤める保護者を持つ男児が、米国防衛省
が監督する学校におけるFAPE違反を訴えた事
例である。男児は2歳半の時点から特殊教育を
受け始めたが、状況があまり改善されていない
ことを懸念した保護者がロヴァースメソッドを
学習し、教員にロヴァースメソッド導入を要請
する。しかし 4歳になってすぐ作成されたIEP
にロヴァースメソッドが含まれていなかったた
め、保護者がこれを拒否。在宅でのロヴァース
セラピーを選択した。欠席が長期に及んだため
学校の登録が抹消されたが、在宅でのセラピー
により著しい改善が見られた。 5歳になり再度
IEPが作成されたが、ロヴァースセラピーの資
格をもったコンサルタントが含まれていないた
め保護者はこれを拒否し、適正手続きヒアリン
グを要請した。ヒアリングオフィサーはFAPE
違反を認め、在宅でのロヴァースセラピーの費
用の支払いと、これまでの完全なセラピーの費
用を支払うよう命じた。控訴委員会でこの決定
は覆され、 4歳までの時期に関しては保護者の
申請が適切でなかったとしてその期間の支払い
を認めなかった。さらに 5歳時のIEPは適切で
あったとし、学校の登録が抹消されてから 5歳
までの期間についてのみセラピー費用の支払い
を認めた。保護者はこれを不服として地方裁判
所へ提訴したが、地方裁判所でも控訴委員会の
決定を追認した。控訴裁判所では資格のあるコ
ンサルタントなく完全なセラピーの実施は困難
であるとのべ、当該教育機関に 5歳時のIEPの
実施能力がなかったことを理由に当該IEPにつ
いては差し戻しとした。教育費支払いの期間に
ついては和解を求めて破棄差し戻しとした。
L.B. 訴訟（第10サーキット控訴裁判所2004年
判決） (18)はメインストリーミングが争点となっ
たABA訴訟である。 3-40%の健常児が通学し
ている障害児向けのプレスクールヘ措置し、週
数時間のABAを提示したIEPを、保護者が
ABAは週40時間以上必要であると主張して拒
否した。保護者は当該女児をメインストリーミ
ングの私立幼稚園に通わせ、在宅で35-40時間
のABAプログラムを提供し続けた。ヒアリン
グオフィサーは学校区の提示したIEPはFAPE
をLREで提示したものであると裁定し、地方
裁判所でもヒアリングの決定が追認された。控
訴裁判所では学校区のIEPはIDEAに基づくメ
インストリーミング要請事項に違反していたと
し、教育費支払いについては見直しを求めて差
し戻した。この裁判においては、 ABAについ
て週に何時間のセラピーが自閉症児に効果があ
るかを、証言を集め比較検討している。
R.T. 訴訟（ヴァージニア地方裁判所2006年5
月26日判決）においてはABAを求めた保護者
がTEACCHを実施する IEPを拒否し、私立学
校の授業料支払いを求めた。 R.T.は1歳になる
前に保護者が発達遅滞に気付き、早期発達障害
向けの施設で療育を受け始めていた。 1歳で自
閉症と言語遅滞と診断され、 2歳になる前には
カウンティの検査で重篤なコミュニケーション
およびD頭操作能力障害と診断されて特殊教育
サービス対象の認定を受け、 IEPが作成されて
いる。しかしR.T.が4歳になる前にABAにつ
いて独自に勉強した保護者は、 TEACCHをベー
スとしたIEPを拒否し、 R.T.をABAセラピーを
導入している自閉症児対象の私学へ入学させ
る。同時に教育委員会がIDEAとその関連の州
法で保障されているFAPEを提供できなかった
と主張して適正手続きヒアリングを要請した。
ヒアリングオフィサーは、 IEPは不適切であっ
たとし、私学での教育が適切であると裁定し
た。教育委員会はこれを不服として地方裁判所
へ提訴したが、地方裁判所でも保護者側の主張
が認められた。この訴訟においても、 TEACCH
とABAの指導内容と効果が詳細に比較検討さ
れている。結果として当該男児の教育には
ABAの方が適切であると立証され、保護者側
の主張が認められたことになる。
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6. ABA訴訟における争点分析
1) ABAと「最も制約のない教育環境 (Least
Restrictive Environment, LRE)」
ABA訴訟は 2~4 歳児に対する早期集中介
入を求めるものであり、自閉症児の生活の場に
おけるセラピーを原則とするため、必然的に在
宅ベースのプログラムを求めることになる。そ
れらの訴訟の中で、在宅ベースのプログラムが
IDEAの「最も制約のない教育環境 (Least
Restrictive Environment, LRE)」で障害児教育
を実施するという趣旨に反しないかどうかが争
点となっているものが多い。
Mr.Xv. NYにおいては、当初アセスメント段
階で在宅ベースのプログラムが州法違反である
という誤った前提のもとでプレイスメントが審
議されたため、施設ベースのプログラムが勧め
られる結呆となってしまった。しかしこの点
は、州法の「就学前の幼児に対する自宅での承
認プログラム提供を妨げない」という文言が引
用され、修正されている。保護者は逆に障害児
専門の施設へ措置したIEPこそ、 IDEAのメイ
ンストリーミング要請に反していると対抗し
た。
本件においては在宅ベースのABAプログラ
ムがIDEAのメインストリーミング要請に抵触
しているのではないかという問題についても議
論された。控訴裁判所では「メインストリーミ
ングの前提は障害児に適切な教育を与える事と
のバランスで考慮されるべきである」と述べ、
適切な教育の必要性を強調した。また「いかな
る専門家も完全なメインストリーミングが適切
で有益であるという結論には達しておらず、当
該男児にとっては在宅ベースのプログラムに健
常児との授業で補足することが適切で有益であ
る」と結論づけた。この判決においては、自閉
症児の在宅プログラムはIDEAの趣旨に反しな
いということが明確に示されたのである
T.H. 訴訟においても IDEAのメインストリー
ミング要請について議論された。ここでは学校
区の提供するプログラムを不適切と裁定し、保
護者の求めるABAプログラムを支持したヒア
リングオフィサーの求める教育内容を、保護者
がスイミングレッスンに例えた話が紹介されて
いる。「ヒアリングオフイサーが命じている教
育は、 TH.をオリンピックチャンピオンにする
ようなものでもなく、 TH.をプールの階段にた
だ座らせておくだけのものでもない。泳げる準
備が整う前に深みに溺れさせるようなものでも
ない。典型的に発達をとげている子どもと共に
泳げるようになるような有意義な機会を提供す
るために、合理的に算出されたものである」当
該男児のアセスメントを担当した専門家は、
「今専門的なプログラムを受けておけば、後に
完全なメインストリーム学級への参加が可能で
ある」と述べて保護者の主張を支持した。この
裁判では、学校区の提示したIEPは当該男児が
最大限にメインストリーム学級において参加で
きるような水準に達していないという判断が示
された。
Jaynes訴訟では、学校区側が提示したプログ
ラムの方が他の子どもと関わることができるの
で、在宅のロヴァースプログラムより適切であ
るという主張がなされた。しかしながら控訴裁
判所は、 2つの理由を挙げてこの主張を退け
た。まず、保護者が十分ロヴァースプログラム
の当該男児への効果を立証していること。次に
Carter訴訟の控訴裁判所判決文を引用して、
IDEAのメインストリーミング要請について次
のように述べた。「確かにIDEAのもと、障害
児のメインストリーミングは奨励されている
が、その趣旨は普通教育から障害児を排除する
ことを防止することにあり、保護者の選択肢を
制限することではない」さらに、当該男児の障
害に関して、メインストリーミングは必ずしも
適切とは言えないと明言した。
L.B. 訴訟では、保護者が週40時間のABAを
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求めたのに対し、ヒアリングオフィサーは学校
区の提示したIEPはFAPEをLREで提示したも
のであるとして、学校区側の主張を支持した。
控訴裁判所では学校区の提示したIEPこそ、
IDEAに基づくメインストリーミング要請事項
に違反していたという判断が示された。控訴裁
判所での争点は当該女児のLREが達成されて
いたかどうか、つまりメインストリーミングが
実現するIEPが提示されていたかどうかに絞ら
れていた。判決ではDanielR.R. 訴訟(19)の二重
のテストが採用された。このテストは、 1)補
助手段を用いれば、通常教育での教育が十分可
能かどうかを判断し、 2)もし可能でなければ、
可能な限りメインストリーミングが実施されて
いるかどうかを判断するというものである。こ
のテストを採用して審議した結果、学校区の
IEPでは当該生徒のLREは達成されていなかっ
たと裁定された。
ABAの在宅プログラムあるいは抽出プログ
ラムがIDEAのメインストリーミング要請に反
しているのではないかという問題は1990年代の
訴訟において盛んに議論されていた。ただし、
1970年代の日本で盛んに議論された、共に学ぶ
場としての学校に関する議論はABA訴訟にお
いてはほとんどなされていない。 2000年代の訴
訟においては、在宅プログラムがメインスト
リーミング要請に反しているかどうよりもむし
ろ、学校区のプログラムが当該自閉症児のニー
ズに合っているかどうか、学校区の提示した
IEPと保護者の希望するプログラムのどちらが
LREであるかを詳細に検討している。 1990年代
の多くの訴訟を経て、在宅ベースのプログラム
あるいは抽出プログラムだけを単独でIDEA違
反とすることはできないという一定の基準が示
されたといえる。
2)保護者の指導法選択権
In RE ISD 318においては「一般的に適切な
メソドロジーは教育者の手に委ねられている」
としながらも、それまでのロヴァースセラピー
を拒否した学校区を支持した裁判と、ロヴァー
スセラピーが命じられた裁判の両方を詳細に検
討した。その結果、「明らかにロヴァースベー
スのメソッドは科学的な研究によってだけでな
く、学校区の教育ツールとしても効果があると
認められている」と明言した。しかしながらそ
れはあくまでも障害児一人ひとりについて個別
に審議されることが強調されている。まず学校
区のプログラムが当該障害児に利益をもたらす
ものであるか、次にそうでない場合は代替プロ
グラムが適切かどうかを審議する必要があるの
である。
T.H. 訴訟の判決文ではLachman訴訟(20) が引
用され、「適切な教育方法については学校区に
選択権がある」と述べている。その他のABA
訴訟ももちろんこのような前提に立って議論さ
れており、保護者が特殊教育プログラムに特定
の指導法を要求することはできないことは明白
である。しかしながら Lachman訴訟は自閉症
児の指導法に関するものではなく、学校区の提
供するプログラムは当時その障害に関して最も
効果的なもののひとつと考えられており、保護
者の求める指導法に比較して明確に効果がない
と判断ができなかったのである。一方T.H.訴訟
においては、学校区側は単にロヴァースアプ
ローチを敬遠しているという理由のみで対抗し
ており、代替として特定の効果的なメソッドを
提示していたわけではない。結果として
Lachman訴訟との違いが強調された上でABA/
DTTプログラムが適切であるという判断が示
された。
Zachary Deal v. Hamilton Dept of Educにお
いても、教育局が適切な指導法を提供できな
かったことと、在宅ベースのロヴァース式
ABAプログラムの効果が認められたことによ
りFAPE侵害が認められた。これらの訴訟を見
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てみると、たとえ法制度上学校区に指導法の選
択権があっても、学校区の特殊教育プログラム
が適切でないと証明され、かつ保護者の求める
指導法の効果が立証された場合は、少なくとも
当該障害児に関しては保護者の求める指導法が
個別に認められる余地があるということが言え
る。
3) IDEAの早期介入システム
1986年、米国議会は障害児の早期介入の緊急
かつ本質的な必要性を認識し、 IDEAのPart C 
プログラムを設立する。自閉症児に関しては乳
幼児期に診断され、保護者の緊急な支援が求め
られることから、 3歳未満の乳幼児を巡る訴訟
が多い。誕生から 3歳に達するまでの障害児
は、 IDEAのPartCあるいは州の早期介入プロ
グラムで保護される。
Malkentzos訴訟の判決文において、 PartCの
構造は 3歳から21歳の障害児に関する規定であ
るPartBに準じると明確に述べられている。
しかしながら、一方でPart Cの問題点も指摘
されている。 PartCが適用される年齢は誕生か
ら3歳までと非常に短期間であるため、訴訟の
最中に 3歳に達してしまい、判決が出る前にそ
の資格が失われてしまうことが多いのである。
このような場合は訴訟性がなくなり、裁判自体
が無効となってしまう。
さらに、 PartCの特殊教育資格は各州の発達
遅滞の定義に委ねられている。したがってその
定義も州によって異なっているのである。 Part
Cプログラムの担当機関もまた州によって異
なっている。 PartCの担当機関はPartBの担当
機関とは同一ではないことが多く、PartBプログ
ラムのIEPにあたるものも IFSP(Individualized 
Family Service Plan)という名称で作成される。
しかし当該幼児が30-32ヶ月になると、 PartB 
プログラムヘの移行の準備が始められる。その
際に再度特殊教育資格が見直され、全ての幼児
が就学前プログラムヘ移行できる訳ではない。
Part CプログラムからPartBプログラムヘのス
ムーズな移行も課題となっている (21)0 
4)教育時間延長(ExtendedSchool Year, ESY) 
米国の 1年間の授業日数は平均約180日であ
る。しかし多くの障害児の保護者や関係者が、
長期休暇中の後療育効果後退が生じるとして、
訴訟において教育時間延長 (ESY)の必要性を
主張している。 ESYに関しては法律における規
定は存在しない。しかしこれまでの訴訟によっ
て、一定の判断が示されている。
Jaynes訴訟では、保護者が繰り返しESYを
要求していたことを学校区が無視していたこと
も手続き違反が議論された際、問題となった。
Zachary Deal v. Hamilton Dept of Educにおい
ては、当該男児に対して夏季サービスを実施し
なくては療育効果が後退することが明白であっ
たにも関わらず、学校区がこれを拒否したこと
が問題となった。その原因がABAを巡って学
校区と保護者の対立が始まったことにあった点
が非難されている。ヒアリングオフィサーは
「ESYの目的は、他のIDEAの目的と同様に障害
児を教育することにある。 ESYの計画の必要性
は、当該障害児のニーズによって判断されるべ
きであり、学校システムと保護者の協力関係に
よって決めるべきではない」と弾じた。
自閉症児はその障害の特性と、療育効果後退
の可能性のために訴訟においてESYが争点とな
ることが多い。 ABAは在宅で週40時間のセラ
ピーを実施するのが典型的であるので、その点
においても ESYのカテゴリーに含まれることに
なる。 ESYは1年間の授業日数の増加だけでな
く、 1日の授業時間の増加、週あたりの授業日
数の増加等、拡大して解釈されるのである。実
際にこれまでの自閉症児のヒアリングや訴訟に
おいては、土曜日・日曜日のセラピー実施を求
めたものもある。また週40時間を求める保護者
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と、一般的な授業時数である週25時間を主張す
る学校区側との対立も起きている。 Mr.Xv.NY 
においても、学校区側が週25時間の授業時数が
適切で利益があると証明できなかったとし、
「現在の就学前教育プログラムにそのような（週
25時間という）上限は存在せず、そのような上
限はFAPE侵害である。」と明言した。
これらの訴訟をみても、障害児に関しては、
ESYがFAPEを保障するために不可欠であるな
らば、実施しなくてはならないことが明確と
なっている。ただし、 ESYの必要性は、もちろ
ん障害児ひとりひとりについて個別に審議され
るのである。 ESYという争点に関しては、 ABA
訴訟が激増する前から既に自閉症児を含め障害
児を巡る訴訟で議論されていた(22)。このカテ
ゴリ．ーが既に確立していたことで、米国におい
てはABA訴訟でも保護者の訴えが認められや
すい土台が既に築かれていたということが言え
る。自閉症児にとって適切な教育的ニーズに対
応する米国障害児教育の一面を表している争点
の一つであると言えるだろう。
5)教育費支払い基準 (Reimbursement)
教育費支払い基準に関しては、 1985年のLD
児の教育費支払い訴訟であるBurlington訴訟に
おいて、基準が明確化されている。裁判所が 1)
公的教育機関が当該障害児にFAPEを提供でき
ていない場合、 2)保護者の選んだ代替措置先
が、 IDEAの規定に従い適切と判断される場合
である。この際のFAPEが提供されているかど
うかの判断基準には、 Rowley訴訟の二重のテ
ストが採用される。
Jaynes訴訟では、学校区側が保護者に適正手
続きヒアリングの権利通知を怠ったことで、手
続き上の瑕疵が認められ、 FAPEを侵害してい
るという判断が示された。この件に関しては、
学校区側が提供するプログラムが適切かどうか
の判断は不要であった。保護者の選んだプログ
ラムに関しても、専門家の証言からロヴァース
セラピーの効果は明確として認められた。この
2点を審議した結果、保護者へのセラピー費用
支払いが認められた。州のヒアリングオフィ
サーは、保護者が適正手続きを要請した後の費
用支払いしか認めなかったが、地方裁判所と控
訴裁判所においては、学校区側が保護者に対す
る通知義務を怠り、保護者の権利を侵害した時
点からの賠償が可能という判断を示し、総額
103,000ドルの支払いを命じた。
Michael訴訟においてもやはり Rowley訴訟の
二重のテストが採用された。ここでは学校区が
提供するサービスが、「当該障害児が教育的利
益を教授するために合理的に算出されたもの」
であるかどうかを審議するという第二の基準
が、曖昧で低く設定各れている点が指摘されて
いる。連邦最嵩裁判所がこの曖昧さを通常の学
年別進級システムとの関連で補足すべきと考え
ていたとしても、特に自閉症のような障害に関
しては通常の学年別進級システムとの比較が困
難であることもまた強調されている。判決では
「自閉症児がFAPEを享受しているかどうかを
判断するには、学習面だけでなく、当該自閉症
児にとって重要な伝統的でない分野における利
益も判断すべきである。」と述べ、自閉症児の
FAPE判断基準について一歩跨み込んだ見解を
示した。学習面だけでなく、ソーシャライゼー
ション、適応行動、スピーチセラピー、コミュ
ニケーション等を含めた包括的な教育的利益の
解釈が求められたのである。
ここでは学校区が週20時間のデイスクリート
トライアルトレーニングを含むIEPを提示した
が、保護者はこれを不服として在宅プログラム
を続け、その費用6,349ドルの支払いが命じら
れている。保護者は週30~38時間のロヴァース
セラピーを実施していた。次の年には年間約
17,504ドルの支払いが学校区に命じられた。
ABAはその費用の高額さ故に、「自閉症児指
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導法のロールスロイス」とまで表現されている。
このように高額な費用の支払いが命じられる一
方で、支払われる費用の合理的な算出に関して
は、 Carter訴訟で見解が示されている。合理的
かつ不可欠と判断される費用負担が部分的なも
のであれば、全額を負担する義務はない。しか
しながら学校区側の経済的困難を理由に、障害
児教育にかかる費用負担を拒否できないという
こともまた明確化されている。もちろん、費用
のどの程度まで公的に負担するかは障害児一人
ひとりについて個別に審議される。
注意しなくてはならないのは、米国の教育費
支払い訴訟はReimbursement訴訟、つまり保
護者が立て替えた費用の後払い訴訟であるとい
う点である。 IEPに不服がある場合は、先に保
護者が自費で子どもに適切な教育を実施し、そ
の後訴訟で勝つと支払いが認められるのであ
る。この点において障害児を持ついかなる階級
の保護者にも可能な訴訟とは言えない。教育費
支払い訴訟に持ち込むには、十分な情報を得て
当該障害児にとって有効なプログラムを模索
し、それを自費で実施する経済力を持っている
必要がある。 ABA訴訟に限らず米国の障害児
を巡る教育費支払い訴訟は、特定の階級のみに
保障される「手厚さ」になりうる一面を持って
いると言うこともできる。
まとめ
ロヴァースがABAに基づくメソッドを開発
して30年以上経過しているにもかかわらず、
ABAセラピーを巡る裁判は後を絶たない。 1
対 lの高度に専門化したプログラムを希望して
いるため、必然的に普通学級での教育から抽出
した指導を選択する結果となっている。しかし
これをインクルージョンとは逆行した流れと単
純にとらえるのには疑問が残るであろう。 ABA
訴訟においても、L.B.訴訟やT.H.訴訟のように、
専門化したプログラムと並行して普通教育を受
ける時間数やメインストリーミングが問題にさ
れ、議論されている例も多いのである。自閉症
児にとって効果のある特化したセラピーと、メ
インストリーミングの両方を実現することが望
ましいが、現状では両立が難しい中での暫定的
対応と見ることができる。
実際にこれまで引用したABAの効果に関す
る文章のほとんどは、裁判で証言されているだ
けでなく、事実認定 (Findingof Facts) とさ
れている点ば注目に値する。前述の通り、 ABA
は「今日までの自閉症児研究において最も有効
な療育と考えられている (Mr.Xv. N.Y.)」ので
ある。もちろん、 ABA訴訟の争点はその指導
法がいかに有効かを争う一方で、公的機関サイ
ドの費用面での主張が複雑に絡みあってくる。
Zachary Deal v. Hamilton Dept of Educ. では教
育方法を車に例え、「キャデラックではなく、
提供できるシボレーと同価値の教育を提供する
ことができれば、 IDEAの要求事項は満たされ
る」という判決文(23) を引用した教育局側に対
し、ヒアリングオフィサーは「キャデラックを
与える必要はないが、どの車を与えるにせよ、
燃料が十分あって、適切な目的地に到達するも
のである必要がある。」と述べてその主張を退
けた。この議論の背景にはどのような教育が障
害児にとって最も適切かつ必要とされるのか、
また障害児の能力、可能性の評価の問題が控え
ていると見ることもできる。
数々の訴訟を経て、 ABAは自閉症児対象の
他の指導法に対して裁判におけるその優位を確
立しつつあるといえる。ただし、 ABA訴訟は
2~4 歳児の早期介入を巡るものが多いので、
ABAの幼児への効果が立証された結果とも言
えるであろう。これらの訴訟の多くにおいて
ABAの効果は立証され、 ABAを含めたIEPあ
るいは在宅でのセラピー費用支払いについては
保護者の主張が認められている。ただその期間
あるいは費用のどの程度まで公的機関が負担す
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べきかについて、判断が分かれているのであ
る。 LRP(24lの最近の報告によると、ほぼ70%
のABA訴訟において保護者の主張が認められ
ているということである (Wright,2006)。また
カナダにおいては、ロヴァース式ABAの資金
補助をしないことが、憲法にも優先する社会の
基本法である「カナダ自由と権利の憲章
(Canadian Charter of Rights and Freedoms)」
の平等条項違反であるという見解が、控訴裁判
所において示された(25)。ABAは米国だけでな
く、各国でその注目を集めつつある (26)0 
日本においても特別支援教育がスタートし、
障害児の個別のニーズヘの対応が期待されてい
る。米国のABA訴訟は障害児の個別のニーズ
への対応を強調していった結果必然的に起こっ
た訴訟とも言えるであろう。 ABA訴訟に表れ
る米国のこれまでの自閉症児に対する教育的対
応が、今後の日本の特別支援教育に示唆するも
のは大きい。個別のニーズの重視と、それに対
応する教育保障の質的な改革にも関連している
問題を含んでいると思われる (27)。また一方で
IDEA2004の改訂を経て、米国のFAPE侵害基
準のハードルが低くなっていく中で、今後の米
国ABA訴訟の変容にも注目していきたい。
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